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明 細 書

発明の名称 ：地絡検出装置および地絡検出方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、太陽電池の地絡を検出する地絡検出装置および地絡検出方法に

関する。

背景技術

[0002] 太陽光を利用して発電する太陽電池ス 卜リングは、複数の太陽電池パネル

(太陽電池モジュール）を直列接続 して形成され、また、太陽電池パネルは

、複数の太陽電池セルを直列接続 して形成されている。太陽電池ス トリング

にて発電された電力はパワーコンデイショナを介 して電力送電網に供給され

る。

[0003] 太陽電池ス 卜リングは、接地されずにフローテイング状態となつており、

何等かの原因で絶縁抵抗が低下すると、地絡を生じる。そこで、従来、太陽

電池ス トリングには、特許文献 1 に開示されているように、地絡の発生を検

出する地絡検出装置が設けられている。

[0004] 図 1 1 に示すように、特許文献 1 に開示されている地絡検出装置 1 0 2 は

、第 1 および第 2 スィッチ 1 1 1 ， 1 1 2 、検出抵抗 R 1 1 1、電圧検出器

1 1 4 並びに演算制御部 1 1 5 を備えている。

[0005] 図 1 1 に示す構成において、太陽電池ス トリング 1 0 1 の正極は、第 1 ス

イッチ 1 1 1 および検出抵抗 R 1 1 1 を介 して接地されるようになっており

、負極は、第 2 スィッチ 1 1 2 および検出抵抗 R 1 1 1 を介 して接地される

ようになつている。第 1 および第 2 スィッチ 1 1 1 ， 1 1 2 は、検出抵抗 R

1 1 1側の端子同士が接続されている。 したがって、第 1 スィッチ 1 1 1 が

オン、第 2 スィッチ 1 1 2 がオフの場合には、検出抵抗 R 1 1 1 の両端に第

1 電圧 V 1 1 1 が発生し、第 1 スィッチ 1 1 1 がオフ、第 2 スィッチ 1 1 2

がオンの場合には、検出抵抗 R 1 1 1 の両端に第 2 電圧 V 1 1 2 が発生する



[0006] 電圧検出器 1 1 4 は、検出抵抗 R 1 1 1 の両端の上記第 1 および第 2 電圧

V 1 1 1 ，V 1 1 を検出し、かつ太陽電池ス トリング 1 0 1 の正極と負極

との間の極間電圧を検出する。演算制御部 1 1 5 は、第 1 および第 2 スイツ

チ 1 1 1 ， 1 1 2 のオンオフ動作を制御 し、かつ上記第 1 および第 2 電圧 V

1 1 1 ，V 1 1 2 、極間電圧、並びに検出抵抗 R 1 1 1 の抵抗値に基づいて

太陽電池ス トリング 1 0 1 の地絡抵抗値 （絶縁抵抗値）を求める。

先行技術文献

特許文献

[0007] 特許文献 1 ：日本国公開特許公報 「特開 2 0 1 - 1 1 9 3 8 2 号公報 （2 0

1 2 年 6 月 2 1 日公開）」

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0008] ところが、上記従来の構成では、図 1 2 に示すように、第 1 および第 2 ス

イッチ 1 1 1 ， 1 1 2 が共にオンするような事態、例えば第 1 および第 2 ス

イッチ 1 1 1 ， 1 1 2 が共にオン状態で溶着 してしまうような故障を生じた

場合、太陽電池ス トリング 1 0 1 の正極と負極とが短絡され、正極と負極と

の間の回路に大電流が流れる。このような場合には、回路が発熱 し、火災を

生じる恐れがある。

[0009] —方、このような事態を回避するために、図 1 3 に示すように、第 1 およ

び第 2 スィッチ 1 1 1 ， 1 1 2 と太陽電池ス トリング 1 0 1 との間の給電路

において、第 1 および第 2 スィッチ 1 1 1 ， 1 1 2 と直列にそれぞれ保護抵

抗 R 1 1 2 ，R 1 1 3 を設けることが考えられる。このような構成では、第

1 および第 2 スィッチ 1 1 1 ， 1 1 2 が共にオンとなった場合であっても、

太陽電池ス 卜リング 1 0 1 の正極と負極との間の回路を流れる電流を小さく

して、回路での発熱を抑制することができる。

[001 0] しかしながら、このような構成では、第 1 電圧 V 1 1 1 を求める場合と第

2 電圧 V 1 1 2 を求める場合とで、異なる保護抵抗 R 1 1 2 ，R 1 1 3 を使



用することになる。 このため、太陽電池ス トリング 1 0 1 の地絡抵抗値 （絶

縁抵抗値）を正確に求めることができない。

[001 1] すなわち、抵抗器である保護抵抗 R 1 1 2 ， R 1 1 3 には、表記される抵

抗値が同 じであっても、製造誤差によりそれぞれ抵抗値に多少の誤差が存在

する。また、保護抵抗 R 1 1 2 ， R 1 1 3 は温度変化により抵抗値が変化す

る。 この抵抗値の変化は、保護抵抗 R 1 1 2 ， R 1 1 3 同士で同一ではな く

、個体差が存在する。すなわち、保護抵抗 R 1 1 2 ， R 1 1 3 同士で抵抗値

の温度係数が異なる。 これらのうち、製造時の抵抗値の誤差は、初期の調整

によって対応可能である。 しか しながら、温度による抵抗値の変化は初期の

調整によって対応することができない。 このため、第 1 スィッチ 1 1 1 をォ

ンかつ第 2 スィッチ 1 1 2 をオフとし、保護抵抗 R 1 1 2 を介在させて求め

た第 1 電圧 V 1 1 1 、および第 1 スィッチ 1 1 1 をオフかつ第 2 スィッチ 1

1 2 をオンとし、保護抵抗 R 1 1 3 を介在させて求めた第 2 電圧 V 1 1 2 は

不正確なものになる。 この結果、 これら第 1 および第 2 電圧 V 1 1 1 ，V 1

を使用 して求めた太陽電池ス トリング 1 0 1 の地絡抵抗値は不正確なも

のとなる。

[001 2 ] したがって、本発明は、太陽電池の地絡抵抗値を安全かつ高精度に求める

ことができる地絡検出装置および地絡検出方法の提供を目的としている。

課題を解決するための手段

[001 3 ] 上記の課題を解決するために、本発明の地絡検出装置は、検出抵抗 と計測

部 とを備え、前記計測部は、前記検出抵抗の両端に生 じる電圧を取得 して、

太陽電池の地絡の抵抗値の計測動作を行う地絡検出装置において、前記太陽

電池の正極に接続される第 1 通電路 と、前記太陽電池の負極に接続される第

通電路 と、前記検出抵抗が一端側 と他端側 との間に設けられている第 3 通

電路 と、前記第 3 通電路の一端側の接続を接地された接地通電路 と前記第 1

通電路 との間で切替える第 1 切替部 と、前記第 3 通電路の他端部側の接続を

前記接地通電路 と前記第 2 通電路 との間で切 り替える第 2 切替部 とを備えて

いることを特徴 としている。



発明の効果
[0014] 本発明の構成によれば、太陽電池の地絡抵抗を安全かつ高精度に求めるこ

とができる。

図面の簡単な説明

[001 5] [ 図1]本発明の実施の形態の地絡検出装置を備えた太陽光発電システムの基本

構成を示す概略の回路図である。

[ 図2] 図 1 に示 した基本構成に対応する、太陽光発電システムの具体的な構成

を示す回路図である。

[ 図3] 図 2 に示 した太陽光発電システムにおいて、地絡抵抗値の計測に使用す

る太陽電池ス 卜リングの極間電圧を求める場合の状態を示す回路図である。

[ 図4] 図 2 に示 した太陽光発電システ厶において、地絡抵抗の計測に使用する

第 1 電圧を求める状態を示す回路図である。

[ 図5] 図 2 に示 した太陽光発電システムにおいて、地絡抵抗値の計測に使用す

る第 2 電圧を求める状態を示す回路図である。

[ 図6] 図 4 に示 した第 1 電圧を求めた場合の太陽光発電システムの回路を太陽

電池モジュール、第 1 電圧および地絡位置に注目した回路に書き換えた場合

の回路図である。

[ 図7] 図 5 に示 した第 2 電圧を求めた場合の太陽光発電システムの回路を太陽

電池モジュール、第 2 電圧および地絡位置に注目した回路に書き換えた場合

の回路図である。

[ 図8] 図 2 に示 した地絡検出装置の変形例を示す回路図である。

[ 図9] 図 2 に示 した地絡検出装置による計測動作が行われた日の太陽電池ス 卜

リングにおける開放電圧および発電量の変化を示すグラフである。

[ 図10]本発明の他の実施の形態における地絡検出装置の動作を示すフロ一チ

ャ一 卜である。

[ 図11]従来の地絡検出装置の構成を示す回路図である。

[ 図12] 図 1 1 に示 した地絡検出装置において、第 1 および第 2 スィッチがォ

ンとなった状態を示す回路図である。



[ 図 13] 図 1 2 に示 した地絡検 出装置 において、保護抵抗 を設 けた場合 の構成

を示す回路 図である。

発明を実施するための形態

[001 6] 〔実施 の形態 1 〕

(太陽光発 電シ ス テ ム の基本構成）

本発 明の実施 の形態 を図面 に基 づいて以下 に説明する。 図 1 は、本発 明の

実施 の形態の地絡検 出装置 を備 えた太陽光発 電シ ス テ ム 1 の基本構成 を示す

概 略の回路 図である。

[001 7] 図 1 に示すように、太陽光発 電システム 1 は、太陽電池ス トリング 1 1 、

地絡検 出装置 1 2 およびパ ワー コンデ ィシ ョニ ングシステム （以下、 P C S

と称 する） 1 3 を備 えている。太陽光発 電シ ス テ ム 1 において、太陽電池 ス

トリング 1 1 にて発 電された電力は、 電力通電路 1 5 a ， 1 5 b に出力 され

、 P C S 1 3 を介 して電力送電網 1 4 に供給 される。

[001 8] 地 絡検 出装置 1 2 は、 電力通電路切替 スィ ッチ 2 1 、検査第 1 通 電路 （第

1 通 電路） 2 2 a 、検査第 2 通 電路 （第 2 通 電路） 2 2 b 、検査第 1 切替 ス

イ ッチ （第 1 切替部） 2 3 、検査第 2 切替 スィ ッチ （第 2 切替部） 2 4 、検

査第 3 通 電路 2 5 、接地通電路 2 6 、検 出抵抗 R 1 および コン トローラ （計

測部） 2 7 を備 えている。

[001 9] 電力通電路切替 スィ ッチ 2 1 は、 電力通電路 1 5 a ， 1 5 b の接続 を P C

S 1 3 側 と検査第 1 および第 2 通 電路 2 2 a , 2 2 b 側 との間で切 り替 える

。検査第 1 切替 スィ ッチ 2 3 は、検査第 3 通 電路 2 5 の一端部 に接続 され、

検査第 3 通 電路 2 5 の一端部 の接続 を検査第 1 通 電路 2 2 a と接地通電路 2

6 との間で切 り替 える。検査第 2 切替 スィ ッチ 2 4 は、検査第 3 通 電路 2 5

の他端部 に接続 され、検査第 3 通 電路 2 5 の他端部 の接続 を検査第 2 通 電路

2 b と接地通電路 2 6 との間で切 り替 える。接地通電路 2 6 は接地 されて

いる。検 出抵抗 R 1 は、検査第 3 通 電路 2 5 の一端部 と他端部 との間に設 け

られている。

[0020] コ ン トロー ラ 2 7 は、 電力通電路切替 ス ィ ッチ 2 1 、検査第 1 切替 ス イ ツ



チ 2 3 および検査第 2 切替スィツチ 2 4 の切 り替え動作を制御 し、太陽電池

ス トリング 1 1 の地絡抵抗値および地絡位置を求める。

[0021 ] この場合、 コン トローラ 2 7 は、地絡検出装置 1 2 の計測動作の際に、電

力通電路切替ス ィ ツチ 2 1 を電力通電路 1 5 a ， 1 5 b が検査第 1 および第

2 通電路 2 2 a , 2 2 b に接続されるように切 り替えた状態 とする。

[0022] また、 コン トロー ラ 2 7 は、検査第 1切替ス イ ッチ 2 3 が検査第 1 通電路

2 a に切 り替えられ、検査第 2 切替スイッチ 2 4 が検査第 2 通電路 2 2 b

に切 り替えられた状態 （図 3 に相当）とし、検出抵抗 R 1 の両端に生 じる電

圧を取得 して、太陽電池ス トリング 1 1 の正負の両極間の電圧である極間電

圧 V a _ V b を求める。

[0023] また、 コン トロー ラ 2 7 は、検査第 1切替ス イ ッチ 2 3 が検査第 1 通電路

2 a に切 り替えられ、検査第 2 切替スイッチ 2 4 が接地通電路 2 6 に切 り

替えられた状態 （図 4 に相当）とし、検出抵抗 R 1 の両端に生 じる第 1 電圧

V 1 を取得する。さらに、 コン トロー ラ 2 7 は、検査第 1切替ス ィ ッチ 2 3

が接地通電路 2 6 に切 り替えられ、検査第 2 切替スイッチ 2 4 が検査第 2 通

電路 2 2 b に切 り替えられた状態 （図 5 に相当）とし、検出抵抗 R 1 の両端

に生 じる第 2 電圧 V 2 を取得する。 コン トローラ 2 7 は、取得 した極間電圧

V a _ V b 並びに第 1 および第 2 電圧 V 1 ，V 2 に基づいて、太陽電池ス ト

リング 1 1 の地絡抵抗値値 （絶縁抵抗値）、および地絡位置を求める。その

詳細については、後述する。

[0024] (太陽光発電システ ムの具体的な構成）

図 2 は、図 1 に示 した基本構成に対応する、本発明の実施の形態の地絡検

出装置 1 2 を備えた太陽光発電システ ム 1 の具体的な構成を示す回路図であ

る。なお、図 2 は、太陽電池ス トリング 1 1 が発電 した電力を P C S 1 3 に

供給 している状態であって、地絡検出装置 1 2 が計測動作行 っていない状態

(電力出力状態）を示 している。

[0025] 図 2 に示すように、太陽電池ス トリング 1 1 は、直列接続された複数の太

陽電池モジュール 3 1 を備えている。各太陽電池モジュール 3 1 は、直列接



続された複数の太陽電池セル （図示せず）を備え、パネル状に形成されてい

る。

[0026] 検査第 3 通電路 2 5 において、検出抵抗 R 1 と検査第 1切替スィッチ 2 3

との間には、分圧抵抗 R 2 ， R 3 が設けられ、査抵抗 R 1 と検査第 2 切替ス

イッチ 2 4 との間には、分圧抵抗 R 4 ， R 5 が設けられている。検出抵抗 R

1 の両端の電圧は比較器 3 3 を介 してコン 卜ローラ 2 7 へ入力される。なお

、検出抵抗 R の抵抗値は分圧抵抗 R 2 〜 R 5 の抵抗値よりも低いものとす

る。

[0027] 分圧抵抗 R 2 〜 R 5 は、検出抵抗 R 1 の両端に生 じる第 1 および第 2 電圧

V 1 , V 2 を低下させて、 コン トローラ 2 7 へ入力される電圧を小さくして

いる。 これにより、 コン ト口一ラ 2 7 をマイクロコンピュ一タにて構成する

ことを可能 とし、地絡検出装置 1 2 を小型化できるように している。 また、

分圧抵抗 R 2 〜 R 5 は、極間電圧 V a _ V b を求める場合の回路、第 1 電圧

V 1 を求める場合の回路、および第 2 電圧 V 2 を求める場合の回路のいずれ

にも存在 している。

[0028] また、例えば電力通電路 1 5 a には、電力通電路 1 5 a を流れる電流量を

検出する電流センサ 3 2 が設けられている。 したがって、電流センサ 3 2 は

太陽電池ス 卜リング 1 1 の発電電流を検出する。 コン トローラ 2 7 は、電流

センサ 3 2 にて検出された発電電流に基づいて太陽電池ス トリング 1 1 の発

電量 （変化値）を計測するようになっている。

[0029] (地絡検出装置の動作、地絡抵抗値の計測）

上記の構成において、地絡検出装置 1 2 の動作について以下に説明する。

[0030] 図 3 は、図 2 に示 した太陽光発電システム 1 において、極間電圧 V a _ V

b を求める場合の状態を示す回路図である。図 4 は、図 2 に示 した太陽光発

電システ ム 1 において、第 1 電圧 V 1 を求める場合の状態を示す回路図であ

る。図 5 は、図 2 に示 した太陽光発電システム 1 において、第 2 電圧 V 2 を

求める場合の状態を示す回路図である。

[0031 ] 地絡検出装置 1 2 において、極間電圧 V a _ V b を求める場合、 コン ト口



—ラ2 7 は、図 2 に示 した電力出力状態から、図 3 に示すように、電力通電

路切替スィッチ 2 1 を電力通電路 1 5 a ， 1 5 b が検査第 1 および第 2 通電

路 2 2 a ， 2 2 b と接続されるように切 り替える。これにより、太陽電池ス

トリング 1 1 からP C S 1 3 へ至る電力通電路 1 5 a ， 1 5 b は遮断される

。また、コン トローラ2 7 は、検査第 1切替スィッチ 2 3 を検査第 3 通電路

2 5 の一端部が検査第 1通電路 2 2 a と接続され、検査第 2 切替スィツチ 2

4 を検査第 3 通電路 2 5 の他端部が検査第 2 通電路 2 2 b と接続されるよう

に切 り替える。

[0032] この状態では、太陽電池ス トリング 1 1 の正負の両極が検出抵抗 R 1 およ

び分圧抵抗 R 2 〜 R 5 を介 して接続される。これにより、検出抵抗 R 1 の両

端には、太陽電池ス 卜リング 1 1 の正負間の電圧を検出抵抗 R および分圧

抵抗 R 2 〜 R 5 により分圧 した場合の検出抵抗 R 1 の抵抗値に応 じた電圧が

生 じる。この電圧は、比較器 3 3 を介 してコン トローラ2 7 に取 り込まれ、

コン トローラ2 7 は極間電圧V a _ V b を求める。

[0033] 次に、第 1 電圧V 1 を求める場合、コン トローラ2 7 は、図4 に示すよう

に、電力通電路 1 5 a ， 1 5 b が検査第 1 および第 2 通電路 2 2 a ， 2 b

と接続された状態において、検査第 1切替スィツチ 2 3 を検査第 3 通電路 2

5 の一端部が検査第 1通電路 2 2 a と接続されるように切 り替え、検査第 2

切替スィツチ 2 4 を検査第 3 通電路 2 5 の他端部が接地通電路 2 6 と接続さ

れるように切 り替える。

[0034] この状態では、太陽電池ス トリング 1 1 の正極 （P端子）が検出抵抗 R 1

および分圧抵抗 R 2 〜 R 5 を介 して接地される。これにより、検出抵抗 R 1

の両端には、太陽電池ス 卜リング 1 1 の正極と接地電位との間の電圧を検出

抵抗 R 1 および分圧抵抗 R 2 〜 R 5 により分圧 した場合の検出抵抗 R 1 の抵

抗値に応 じた第 1 電圧V 1 が生 じる。この第 1 電圧V 1 は、比較器 3 3 を介

してコン 卜ローラ2 7 に取 り込まれ、コン 卜ローラ2 7 は第 1 電圧V 1 を求

める。

[0035] 次に、第 2 電圧V 2 を求める場合、コン トローラ2 7 は、図 5 に示すよう



に、電力通電路 1 5 a ， 1 5 b が検査第 1 および第 2 通電路 2 2 a ， 2 b

と接続された状態において、検査第 1 切替ス ィ ツチ 2 3 を検査第 3 通電路 2

5 の一端部が接地通電路 2 6 と接続されるように切 り替え、検査第 2 切替ス

ィツチ 2 4 を検査第 3 通電路 2 5 の他端部が検査第 2 通電路 2 2 b と接続さ

れるように切 り替える。

[0036] この状態では、太陽電池ス トリング 1 1 の負極 （N端子）が検 出抵抗 R 1

および分圧抵抗 R 2 〜 R 5 を介 して接地 される。 これにより、検 出抵抗 R 1

の両端 には、太陽電池ス 卜リング 1 1 の負極 と接地電位 との間の電圧を検 出

抵抗 R 1 および分圧抵抗 R 2 〜 R 5 により分圧 した場合の検 出抵抗 R 1 の抵

抗値 に応 じた第 2 電圧 V 2 が生 じる。 この第 2 電圧 V 2 は、比較器 3 3 を介

してコ ン トロー ラ 2 7 に取 り込 まれ、 コ ン トロー ラ 2 7 は第 2 電圧 V 2 を求

める。なお、極間電圧 V a _ V b 、第 1 電圧 V 1 および第 2 電圧 V 2 を求め

る順序は順不動である。

[0037] 次 に、 コン トローラ 2 7 は、求めた極間電圧 V a _ V b 、第 1 および第 2

電圧 V 1 ，V 2 、並びに検査第 3 通電路 2 5 の合計抵抗値 R s u m ( = R 1

+ R 2 + R 3 + R 4 + R 5 ) か ら、下式により、

R leake= R s u m X | V a - V b | ÷ | V 1 - V 2 | _ R s u m (

)

絶縁抵抗値 R Leake を求める。

[0038] (地絡検 出装置の動作、地絡位置の検 出）

また、 コン トローラ 2 7 は、第 1 および第 2 電圧 V 1 ，V 2 の絶対値の比

か ら、地絡の発生位置 （地絡位置）を求める。一例 と して、太陽電池ス トリ

ング 1 1 は 5 個の太陽電池モジュール 3 1 を直列接続 したものであ り、地絡

は、太陽光発電システ ム 1 の P 端子側か ら見て、 3 個 目の太陽電池モ ジュ一

ル 3 1 と4 個 目の太陽電池モジュール 3 1 との間において発生 しているもの

とする。なお、符号 3 4 は地絡位置の地絡抵抗 3 4 を示す。

[0039] この場合、第 1 電圧 V 1 を求めた場合の太陽光発電システ ム 1 の回路 （図

4 参照）を太陽電池モジュール 3 1 、第 1 電圧 V 1 および地絡位置に注 目 し



た回路 に書 き換えると、図 6 のようになる。同様 に、第 2 電圧 V 2 を求めた

場合の太陽光発電システ ム 1 の回路 （図 5 参照）を太陽電池モ ジ ュール 3 1

、第 2 電圧 V 2 および地絡位置に注 目 した回路 に書 き換えると、図 7 のよう

になる。 したがって、第 1 電圧 V 1 の絶対値 と第 2 電圧 V 2 の絶対値 との比

は、

| V 1 | ： | V 2 | = 3 ：2

とな り、 この比か ら地絡位置を求めることができる。

[0040] 以上のように、本実施の形態の太陽光発電システ ム 1 の地絡検 出装置 1 2

では、図 2 〜図 5 に示 した検査第 1 および第 2 切替スィッチ 2 3 ， 2 4 の全

て （4 通 り）の切 り替えパターンにおいて、太陽電池ス トリング 1 1 の正負

の両極が短絡することがない。すなわち、太陽電池ス トリング 1 1 の正負の

両極が接続されるような切 り替えパターンであつても、正負の両極間には少

な くとも検 出抵抗 R 1 が介在するようになっている。 したがって、例えば検

査第 1 および第 2 切替スィッチ 2 3 ， 2 4 がいずれかの切 り替え位置におい

て溶着するような故障が生 じた場合であっても、太陽光発電システ ム 1 の回

路 に大電流が流れて回路が過度 に発熱する事態を防止することができる。

[0041 ] また、地絡抵抗値 （絶縁抵抗値）を求める場合 には、同 じ検 出抵抗 R 1 お

よび同 じ分圧抵抗 R 2 〜 R 5 を含む回路 を使用 して、極間電圧 V a _ V b 並

びに第 1 および第 2 電圧 V 1 ， V 2 を計測するようになっている。 したがつ

て、検 出抵抗 R および分圧抵抗 R 2 〜 R 5 についての個 々の製造時の抵抗

値の誤差や温度係数の違いによる計測誤差の発生を排除することができる。

これにより、地絡抵抗 3 4 の抵抗値 を正確 に計測することができる。

[0042] また、図 2 に示すように、 コン トローラ 2 7 をマイクロコンピュータにて

構成 した場合 において、極間電圧 V a _ V b 並びに第 1 および第 2 電圧 V 1

， V 2 を計測するのに必要な入力ポ一 卜が一つでよ く、 コン トローラ 2 7 に

必要なポ一 卜数 を少な くすることができる。

[0043] また、検 出抵抗 R 1 と直列に分圧抵抗 R 2 〜 R 5 が設けられているので、

コン 卜ローラ 2 7 をマイクロコンピュータにて構成 した場合 において、 コン



卜ローラ2 7 に入力する電圧を適正な電圧まで容易に降下させることができ

る。

[0044] なお、本実施の形態は、 P C S 1 3 に対して一つの太陽電池ス 卜リング 1

1が接続される例について示したが、これに限定されない。すなわち、太陽

光発電システム 1は、 P C S 1 3 に対して複数の太陽電池ストリング 1 1が

接続されており、地絡検出装置 1 2 が複数の太陽電池ストリング 1 1 ごとに

設けられている構成であってもよい。あるいは、太陽光発電システム 1は、

地絡検出装置 1 2 が、複数の太陽電池ストリング 1 1 に対して一つのみ設け

られ、複数の太陽電池ストリング 1 1 に対して切り替えて使用される構成で

あってもよい。

[0045] (変形例）

図2 に示した太陽光発電システム 1の変形例を図8 に示す。図8 の構成で

は、太陽電池ストリング 1 1 と検査第 1切替スィツチ2 3 との間に保護抵抗

1 1が設けられ、太陽電池ストリング 1 1 と検査第 2 切替スィツチ2 4 と

の間に保護抵抗 R 2 が設けられている。

[0046] 上記の構成によれば、検査第 1および第 2 通電路 2 2 a , b に保護抵

抗 R 1 1，R 1 2 が設けられていることにより、フローティング状態となつ

ている太陽電池ス卜リング 1 1の導体部が他の導電性部材に触れた場合であ

つても、太陽電池ストリング 1 1 とその導電性部材との間に流れる電流量を

抑制することができる。これにより、地絡検出装置 1 2 の安全性をさらに高

めることができる。

[0047] —方、保護抵抗 R 1 1，R 1 2 は、極間電圧V a _ V b並びに第 1および

第 2 電圧V 1，V 2 を求める場合に、共通には使用されないので、保護抵抗

R 1 1，R 1 2 同士で、抵抗の温度係数や誤差を完全に打ち消すことはでき

ない。但し、保護抵抗 R 1 1，R 1 2 の抵抗値を検出抵抗 R 1の抵抗値より

も小さい値に設定することにより、保護抵抗 R 1 1，R 1 2 が存在すること

による悪影響を抑制しつつ、太陽光発電システム 1の安全性を高めることが

できる。



[0048] 〔実施の形態 2 〕

本発明の他の実施の形態を図面に基づいて、以下に説明する。

本実施の形態において、太陽光発電システム 1 の地絡検出装置 1 2 は、早朝

や夕方など、太陽電池ス トリング 1 1 の発電量が少ないときに地絡について

の計測動作 （地絡抵抗値および地絡位置の計測）を行うようになっている。

[0049] なお、太陽電池ス 卜リング 1 1 の発電電流量は発電量に応 じて変化する。

そこで、コントローラ 2 7 は、電流センサ 3 2 にて検出される発電電流量に

基づいて、太陽電池ス トリング 1 1 の発電量を監視 し、発電量が地絡検出装

置 1 2 の計測動作が可能な範囲内 （計測可能値の範囲内）である場合に、計

測動作を行うようになっている。また、太陽電池ス トリング 1 1 の発電量を

求める構成 （監視する構成）はこれに限定されず、電流センサ 3 2 にて検出

される発電電流量と太陽電池ス トリング 1 1 の正負間の電圧とから求めるよ

うにしてもよい。

[0050] また、地絡検出装置 1 2 の計測動作が可能な発電量の範囲の上限値は、例

えば地絡検出装置 1 2 の各部の耐圧 （耐電力）に基づいて設定することがで

き、下限値は、例えば地絡抵抗値および地絡位置の計測が可能となる発電量

の下限値に基づいて設定することができる。

[0051 ] 図 9 は、地絡検出装置 1 2 により計測動作が行われた日の太陽電池ス トリ

ングにおける開放電圧および発電量の変化を示すグラフである。太陽電池ス

トリング 1 1 が設置されている場所の曰の出から曰没までの間において、太

陽電池ス トリング 1 1 の開放電圧および発電量は、例えば図 9 のように変化

する。図 9 において、範囲A は、 P C S 1 3 の運転範囲を示 している。また

、領域 B は、地絡検出装置 1 2 の計測動作可能範囲に含まれる領域であり、

太陽電池ス トリング 1 1 の発電量が少ない発電量 （計測可能値）である例え

ば早朝の時間帯に存在する。領域 B では、太陽電池ス トリング 1 1 の開放電

圧は所定の最高電圧付近まで達 している。一方、早朝のために日照量 （変化

値）が少なく、太陽電池ス トリング 1 1 の出力電流は小さい値となっている



[0052] 図 1 0 は、地絡検出装置 1 2 の動作を示すフローチヤ一 卜である。図 1 0

に示すように、コン トローラ2 7 は、電流センサ 3 2 にて検出される発電電

流量に基づいて、太陽電池ス トリング 1 1 の発電量を監視 し （S 1 1 ) 、太

陽電池ス トリング 1 1 の発電量が地絡検出装置 1 2 の計測動作が可能な範囲

内であるかどうかを判定する （S 1 2 ) 。なお、この判定は、太陽電池ス ト

リング 1 1 の発電量を所定時間監視 した上で行うことが好ましい。

[0053] S 1 2 での判定の結果、太陽電池ス 卜リング 1 1 の発電量が地絡検出装置

の計測動作が可能な範囲内であれば、コン トローラ2 7 は、電力通電路

切替スィッチ 2 1 を電力通電路 1 5 a ， 1 5 b が検査第 1 および第 2 通電路

2 2 a , 2 b と接続されるように切 り替える （S 1 3 ) 。これにより、太

陽電池ス トリング 1 1 からP C S 1 3 へ至る電力通電路 1 5 a ， 1 5 b が遮

断される。

[0054] その後、前述のように、検査第 1 および第 2 切替スィッチ 2 3 ，2 4 を切

り替えて地絡抵抗値および地絡位置を計測 し （S 2 4 ) 、計測が終了すれば

動作を終了する。

[0055] なお、発電量 （変化値）が少ないときを検出する構成は、太陽電池ス トリ

ング 1 1 の発電量を監視する以外に、時計 （例えばコン トローラ2 7 が内部

に備えるタイマ）によって早朝や夕方などの時刻 （変化値）を参照する構成

であってもよい。あるいは、日照計によって日照量 （変化値）を参照する構

成であってもよい。ただ し、日照量を参照する構成の場合には、一時的な天

候の変化により日照量すなわち発電量が低下する場合を排除するため、日照

量の変化を所定時間監視 し、日照量 （発電量）が少ない時間帯であることを

確認 した後、計測動作を開始する構成とすることが好ましい。

[0056] また、変化値としての発電量、時刻および日照量は、これらを単独に使用

して地絡検出装置 1 2 の計測動作が可能な範囲 （計測可能値の範囲）である

かどうかを判定することに限定されず、発電量 （発電電流）、時刻および曰

照量のうちの複数の変化値を使用 し、複数の変化値のそれぞれが計測可能値

の範囲内であるか場合に、地絡検出装置 1 2 の計測動作を行うようにしても



よい。この場合には、地絡検出装置 1 2 の計測動作の信頼性を高めることが

できる。

[0057] 例えば、地絡検出装置 1 2 は、太陽電池ストリング 1 1の発電量が計測可

能値の範囲内であり、かつ時刻が発電量の相対的に少ない時間帯として設定

された計測動作可能時間帯である場合に、計測動作を行うようにしてもよい

。この場合には、例えば太陽電池ストリング 1 1の発電量の多い時間帯にお

いて、急激に天候が悪化して太陽電池ス卜リング 1 1の発電量が低下するこ

とにより、地絡検出装置 1 2 の計測動作が開始され、その後、急激に天候が

回復して太陽電池ストリング 1 1の発電量が増加することにより、地絡検出

装置 1 2 の動作に支障を来すような事態を防止することができる。これによ

り、地絡検出装置 1 2 の信頼性を高めることができる。

[0058] あるいは、地絡検出装置 1 2 は、太陽電池ストリング 1 1の位置の日照量

を検出する日照計を備え、発電量が計測可能値の範囲内であり、かつ日照量

が所定量以下である場合に、計測動作を行うようにしてもよい。この場合に

は、太陽電池ストリング 1 1の発電量の多い時間帯 （日照量の多い状態）に

おいて、太陽電池ス卜リング 1 1の例えば一部が何等かの被覆物によって覆

われてしまい、そのために太陽電池ストリング 1 1の発電量が低下すること

により、地絡検出装置 1 2 の計測動作が行われ、不適正な計測結果が得られ

る事態を防止することができる。

[0059] また、地絡検出装置 1 2 の計測動作中に上記被覆物が除去されて太陽電池

ストリング 1 1の発電量が増加することにより、地絡検出装置 1 2 の動作に

支障を来すような事態を防止することができる。これにより、地絡検出装置

1 2 の信頼性を高めることができる。

[0060] 上記のように、地絡検出装置 1 2 は、太陽電池ストリング 1 1の発電量が

少ない時間帯に地絡についての計測動作を行うので、地絡検出装置 1 2 の部

品に要求される耐圧を低くすることができる。これにより、例えばリレ一か

らなる検査第 1および第 2 切替スィッチ2 3 ，2 4 などの部品として小型か

つ安価なものを使用でき、装置を小型かつ安価な構成とすることができる。



[0061 ] また、地絡検 出装置 1 2 は、太陽電池ス トリング 1 1 の発電量が少ないと

きに太陽電池ス トリング 1 1 を地絡抵抗値 を計測する構成である。 したがつ

て、地絡検 出装置 1 2 の動作によって太陽電池ス トリング 1 1 の発電量が低

減される事態を抑制することができる。その他の機能については、前述の地

絡検 出装置の場合 と同様である。

[0062] 本発明の地絡検 出装置は、検 出抵抗 と計測部 とを備え、前記計測部は、前

記検 出抵抗の両端 に生 じる電圧を取得 して、太陽電池の地絡の抵抗値の計測

動作を行 う地絡検 出装置において、前記太陽電池の正極 に接続される第 1 通

電路 と、前記太陽電池の負極 に接続される第 2 通電路 と、前記検 出抵抗が一

端側 と他端側 との間に設けられている第 3 通電路 と、前記第 3 通電路の一端

側の接続を接地 された接地通電路 と前記第 1 通電路 との間で切替える第 1 切

替部 と、前記第 3 通電路の他端部側の接続を前記接地通電路 と前記第 2 通電

路 との間で切 り替える第 2 切替部 とを備えている構成である。

[0063] 上記の構成 によれば、第 1 切替部は、第 3 通電路の一端側の接続を接地通

電路 と第 1 通電路 との間で切替える。第 2 切替部は、第 3 通電路の他端部側

の接続を接地通電路 と第 2 通電路 との間で切 り替える。計測部は、検 出抵抗

の両端 に生 じる電圧を取得 して、太陽電池の地絡の抵抗値 を計測する。

[0064] すなわち、計測部は、第 1 切替部が第 3 通電路の一端側の接続を第 1 通電

路 に切 り替え、第 2 切替部が第 3 通電路の他端部側の接続を第 2 通電路 に切

り替えた状態にて、検 出抵抗の両端 に生 じた、太陽電池の正負の両極間の電

圧である極間電圧を取得する。 また、計測部は、第 1 切替部が第 3 通電路の

一端側の接続を第 1 通電路 に切 り替え、第 2 切替部が第 3 通電路の他端部側

の接続を接地通電路 に切 り替えた状態にて、検 出抵抗の両端 に生 じた第 1 電

圧を取得する。 また、計測部は、第 1 切替部が第 3 通電路の一端側の接続を

接地通電路 に切 り替え、第 2 切替部が第 3 通電路の他端部側の接続を第 2 通

電路 に切 り替えた状態にて、検 出抵抗の両端 に生 じた第 2 電圧を取得する。

計測部は、 これ ら極間電圧、第 1 電圧、第 2 電圧および検 出抵抗の抵抗値か

ら、太陽電池の地絡の抵抗値 を求めることができる。



[0065] また、上記の構成によれば、第 1切替部と第 2 切替部とを切り替えて、太

陽電池の正極と負極とが、第 1通電路、第 1切替部、第3 通電路、第 2 切替

部および第 2 通電路を介して接続された状態となった場合など、太陽電池の

正極と負極とが接続される場合には、必ず第3 通電路に設けられた検出抵抗

が介在することになる。したがって、太陽電池の正極と負極とが短絡される

事態が生じず、回路に大電流が流れて回路が過度に発熱する事態を防止する

ことができる。

[0066] 上記の地絡検出装置において、前記第3 通電路には、前記検出抵抗と直列

に分圧抵抗が設けられている構成としてもよい。

[0067] 上記の構成によれば、第3 通電路には、検出抵抗と直列に分圧抵抗が設け

られているので、検出抵抗の両端に生じる電圧を分圧抵抗により分圧して小

さくすることができる。これにより、検出抵抗の両端に生じる電圧を取得し

て太陽電池の地絡の抵抗値を計測する計測部は、マイクロコンピュータによ

つて構成することができ、装置の小型化を促進することができる。

[0068] また、分圧抵抗についても、検出抵抗と直列に第3 通電路に設けられてい

ることから、第 1および第 2 切替部を切り替えて、地絡の抵抗値の計測に必

要な電圧を取得する場合に共通に使用される。したがって、分圧抵抗の製造

時の抵抗値の誤差や温度係数の違いによる地絡の抵抗値の計測誤差の発生を

排除し、地絡の抵抗値についての高精度の計測機能を維持することができる

[0069] 上記の地絡検出装置は、前記太陽電池の発電量に影響する値または前記太

陽電池の発電量である変化値を検出する変化値検出部を備え、前記計測部は

、前記変化値が前記太陽電池の最大発電量に相当する値よりも少ない計測可

能値の範囲内である場合に、前記計測動作を行う構成としてもよい。

[0070] 上記の構成によれば、変化値検出部は、太陽電池の発電量に影響する値、

例えば時刻 （早朝もしくは夕方の時刻）あるいは太陽電池の位置の日照量、

または太陽電池の発電量そのものを変化値として検出する。計測部は、検出

された変化値が太陽電池の最大発電量に相当する値よりも少ない計測可能値



の範囲内である場合に、太陽電池の地絡についての計測動作を行う。

[0071 ] これにより、地絡検出装置の部品に要求される耐圧 （耐電力）が低くなり

、第 1 および第 2 切替部を構成する例えばリレーなどに小型かつ安価なもの

を使用でき、装置を小型かつ安価な構成とすることができる。

[0072] 上記の地絡検出装置において、前記太陽電池は、直列接続された複数の太

陽電池モジュールを有する太陽電池ス トリングであり、前記計測部は、前記

第 1切替部が前記第 3 通電路の一端側の接続を前記第 1通電路に切り替え、

前記第 2 切替部が前記第 3 通電路の他端部側の接続を前記接地通電路に切り

替えた状態にて前記検出抵抗の両端に生じた第 1 電圧、および前記第 1切替

部が前記第 3 通電路の一端側の接続を前記接地通電路に切り替え、前記第 2

切替部が前記第 3 通電路の他端部側の接続を前記第 2 通電路に切り替えた状

態にて前記検出抵抗の両端に生じた第 2 電圧を取得 し、これら第 1 電圧の絶

対値と第 2 電圧の絶対値との比から、地絡の位置を求める構成としてもよい

[0073] 上記の構成によれば、地絡の抵抗値に加えて地絡位置を計測することがで

きる。

[0074] また、本発明の地絡検出方法は、検出抵抗の両端に生じる電圧を取得 して

太陽電池の地絡の抵抗値を計測する計測工程を備えている地絡検出方法にお

いて、前記検出抵抗が一端側と他端側との間に設けられている第 3 通電路の

一端側の接続を接地された接地通電路と前記太陽電池の正極に接続される第

通電路との間で切替える第 1切替工程と、前記第 3 通電路の他端部側の接

続を前記接地通電路と前記太陽電池の負極に接続される第 2 通電路との間で

切り替える第 2 切替工程とを備えている構成である。

[0075] 上記の構成によれば、上記地絡検出装置と同様の作用効果を奏する。

[0076] 本発明は上述 した各実施形態に限定されるものではなく、請求項に示 した

範囲で種々の変更が可能であり、異なる実施形態にそれぞれ開示された技術

的手段を適宜組み合わせて得られる実施形態についても本発明の技術的範囲

に含まれる。



産業上の利用可能性

本発明は、例 えば複数の光発電ジュール を直列接続 して構成 される光発電

ス トリングを備 えた太陽光発電システムの地絡抵抗値 および地絡位置 を検 出

する装置 と して利用することがで きる。

符号の説明

1 太陽光発電システム

1 1 太陽電池ス 卜リング

1 2 地絡検 出装置

1 3 / 《ヮ一コンデ ィシ ョニングシステム

1 4 電力送電網

1 5 a 電力通電路

1 5 b 電力通電路

2 1 電力通電路切替スィ ツチ

2 2 a 検査第 1 通電路

2 2 b 検査第 2 通電路

2 3 検査第 1 切替スィ ツチ （第 1 切替部 )

2 4 検査第 2 切替スィ ッチ （第 2 切替部 )

2 5 検査第 3 通電路

2 6 接地通電路

2 7 コン トローラ （計測部）

3 1 太陽電池モジュール

3 2 電流センサ

3 4 地絡抵抗



請求の範囲

検 出抵抗 と計測部 とを備 え、前記計測部 は、前記検 出抵抗の両端 に

生 じる電圧 を取得 して太陽電池の地絡の抵抗値の計測動作 を行 う地絡

検 出装置 において、

前記太陽電池の正極 に接続 される第 1 通電路 と、

前記太陽電池の負極 に接続 される第 2 通電路 と、

前記検 出抵抗が一端側 と他端側 との間に設 け られている第 3 通電路

と、

前記第 3 通電路の一端側の接続 を接地 された接地通電路 と前記第 1

通電路 との間で切替 える第 1 切替部 と、

前記第 3 通電路の他端部側の接続 を前記接地通電路 と前記第 2 通電

路 との間で切 り替 える第 2 切替部 とを備 えていることを特徴 とする地

絡検 出装置。

前記第 3 通電路 には、前記検 出抵抗 と直列に分圧抵抗が設 け られて

いることを特徴 とする請求項 1 に記載の地絡検 出装置。

前記太陽電池の発電量 に影響する値 または前記太陽電池の発電量で

ある変化値 を検 出する変化値検 出部 を備 え、

前記計測部 は、前記変化値が前記太陽電池の最大発電量 に相 当する

値 よ りも少ない計測可能値の範囲内である場合 に、前記計測動作 を行

うことを特徴 とする請求項 1 または 2 に記載の地絡検 出装置。

前記太陽電池は、直列接続 された複数の太陽電池モジュール を有す

る太陽電池ス 卜リングであ り、

前記計測部 は、前記第 1 切替部が前記第 3 通電路の一端側の接続 を

前記第 1 通電路 に切 り替 え、前記第 2 切替部が前記第 3 通電路の他端

部側の接続 を前記接地通電路 に切 り替 えた状態 にて前記検 出抵抗の両

端 に生 じた第 1 電圧、 および前記第 1 切替部が前記第 3 通電路の一端

側の接続 を前記接地通電路 に切 り替 え、前記第 2 切替部が前記第 3 通

電路の他端部側の接続 を前記第 2 通電路 に切 り替 えた状態 にて前記検



出抵抗の両端 に生 じた第 2 電圧 を取得 し、 これ ら第 1 電圧の絶対値 と

第 2 電圧の絶対値 との比か ら、地絡の位置 を求めることを特徴 とする

請求項 1 か ら3 のいずれか 1 項 に記載の地絡検 出装置。

[ 請求項 5] 検 出抵抗の両端 に生 じる電圧 を取得 して太陽電池の地絡の抵抗値 を

計測する計測工程 を備 えている地絡検 出方法 において、

前記検 出抵抗が一端側 と他端側 との間に設 け られている第 3 通電路

の一端側の接続 を接地 された接地通電路 と前記太陽電池の正極 に接続

される第 1 通電路 との間で切替 える第 1 切替工程 と、

前記第 3 通電路の他端部側の接続 を前記接地通電路 と前記太陽電池

の負極 に接続 される第 2 通電路 との間で切 り替 える第 2 切替工程 とを

備 えていることを特徴 とする地絡検 出方法。
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